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英国におけるエビデンスに基づく教育政策の展開 
The development of evidence-based education policy in England 
 




With the OECD launching a project with the theme of evidence-based policy research in education, 
the evidence-based movement in education has become international. The concept of ‘evi-
dence-based’, which originated in medicine, has been introduced into social policy and practices 
including education, mainly in Britain and America. It means ‘using’ current best evidence in de-
cision making and judgment and integrating evidence with professional expertise. While evidence is 
‘made’ by high-quality and primarily empirical research regarding the causality, not only quanti-
tative research but also qualitative research has been counted as creating evidence. The role of 
brokering agencies which ‘inform’ research findings on policy and practice, is important. 
In England, both the discussion sparked by D. H. Hargreaves’ lecture in 1996 which questioned 
quality and impact of education research, and the principle of the Labour government which took 
office in 1997, that in policy-making, the whole government should attach importance to evidence, 
led to the Department for Education and Employment starting a series of projects. From 1999 to 
2006, the National Education Research Forum examined the consistent strategy in education re-
search. Since 2000, the EPPI-Centre at the University of London has been commissioned to 
produce systematic reviews for synthesizing evidence. In addition, the Centre for the Economics of 
Education was established and longitudinal studies have been strengthened. This emphasis on 
research and statistical evidence has been inherited by the Department for Children, Schools and 
Families. 
Evidence-based policy and practice in education needs considerable investment, promotion and 
dissemination, and it has met with scepticism and criticism. However it is pointed out that as a 
democratic process, transparent and explicit policy-making, the open use of research findings, and 
the involvement of stakeholders should be much more important. 
In England, as compared to in the US, education research is mostly qualitative and what counts as 
evidence is understood in a wider sense. Therefore there may be considerable implications for 
education research in Japan, particularly in strengthening the link between research and policy and 
practice. 
 




 エビデンスに基づく政策立案は OECD 諸国に共通の関心事項になっており、教育政策においても
具体的な取り組みが必要とされている。OECD-CERI においては、2004年から「エビデンスに基づ
く教育政策研究 （Evidence-based Policy Research in Education）」というプロジェクトが実施され、
2007年に報告書 “Knowledge Management : Evidence in Education – Linking Research and Policy”（岩崎
久美子ほか訳『教育とエビデンス――研究と政策の協同に向けて』明石書店、2009年）が刊行され
た。このプロジェクトは知識経営 （knowledge management） に関するプロジェクトの一環であるが、
その問題意識には、知識基盤社会の進展、公財政支出教育費に対する説明責任の強調、教育研究の
質や効率性への懸念に加え、近年、学習成果や学力の重視、教育評価や学力調査の普及、公教育制































 ① 最新かつ最良のエビデンスの利用 
 1991年に初めて使われた「エビデンスに基づく医療」（evidence-based medicine: EBM）(2)という言






conscientious and explicit use of current best evidence in making decisions and choosing between policy 
options） であると述べている（OECD 2007 p.16 岩崎訳 p.37）。これは「エビデンスに基づく医療」
の定義として広く用いられている the conscientious, explicit and judicious use of current best 







政策と実践を含む広義でつかわれる場合 （P. Davies 1999）と、教育実践のみを指す場合 （Whitehurst 
2001）がある。このため、「エビデンスに基づく教育」（evidence-based education） に替えて、広義
の場合は、「エビデンスに基づく教育政策・実践」（evidence-based policy and practice in education (P. 
Davies 2000）)、狭義の場合は「エビデンスに基づく教育実践」（evidence-based practice in education
（Thomas and Pring 2004））などとする方が、誤解が生じないであろう。なお、狭義の場合は
evidence-based teaching （Hargreaves 2000） という言葉も用いられている。 









まっており、evidence-based の代わりに evidence-informed や evidence-influenced、evidence-inspired
などの用語も提案されている （Davies, H.T.O. et al. 2000 p.11, Nutley et al. 2007 p.14, 30）。英国
の教育雇用省は、2000年に後述の EPPI センターを設置するにあたり、事業名に evidence-informed
という言葉を用いた。OECD 報告書でも Evidence-Informed Policy Research: EIPR という言葉を用い
ることが合意された（OECD 2007岩崎訳 p.37）。 
 このことは、教育などに先行した、エビデンスに基づく医療においてもあてはまる。EBM は、そ
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の定義に conscientious や judicious という言葉を含んでおり、医師の臨床的専門技能と外部のエビデ
ンスとを統合することを意味し、臨床的専門技能は、臨床経験や臨床行為を通じて獲得され、個々
の患者の苦境・権利・選好に対する思慮深い把握と共感的な利用を反映するとされているのである 
（Sackett et al. 1996, 1997）。医師と教師では必要とされる知識の内容は異なるが、このような考え
方は共通である （Hargreaves 2000）。 
 なお、米国の連邦教育省は、科学的根拠のある研究 （scientifically-based research: SBR） を極めて
限定して解釈しているが、エビデンスに基づく教育 （evidence-based education: EBE、この場合は狭
義）については、実証的エビデンス(empirical evidence)と専門職の知恵 （professional wisdom） を統合
するものと位置づけている （Whitehurst 2001）。 
 
⑵ 質の高い研究が「つくる」エビデンス 























的研究方法論作業グループ （Qualitative Research Methods Group） が発足している(7)。量的研究と質
的研究のエビデンスの統合(8)も試みられるようになっており、また、研究によるエビデンス 
（research evidence） だけでなく、研究によらないエビデンス （non-research evidence） も統合の対象








た体系的調査の結果」であるともされる （H.T.O. Davies 2000 p.3）。エビデンス （evidence） の概念
は、研究 （research） や知識 （knowledge） の概念とも重なるような幅広いものとなってきているの
である （Nutley et al. 2007）。 
 質的研究や概念的研究についても質の高い研究であることが必要であり、研究の質について、エ
ビデンスのレベルではなく、問題への妥当性など、個別に判断される重み （weight） という考え方
が提案されている （Gough 2007a）。 
 なお、米国では連邦教育省がRCTを中心とするエビデンスのみを対象にしている(10)ことについて、
質的研究者から強い批判が提出されている （Denzin and Giardina 2008など）。 
 
 ③ 英国の政策立案における実務上のエビデンス 
 英国の政策立案において、実際にエビデンスとして利用されているものには、統計エビデンス


















を含む一連の手続きを系統的レビュー （systematic review） という。 
 医療の分野の仲介機関としては、1992年に英国の国民医療サービスが、系統的レビューを行うコ
クランセンターを設置し、国際プロジェクトであるコクラン共同計画 （Cochrane Collaboration） の
母体となった。2000年には、コクラン共同計画に影響を受けて、社会政策の分野で国際的な系統的
レビューを行うキャンベル共同計画 （Campbell Collaboration） が発足し、社会福祉、教育、刑事司
法の３部会が設けられている（山田ほか2005）。教育固有の分野では、2000年に英国の教育雇用省が
ロンドン大学教育研究所 （Institute of Education : IOE）(11)に委託して、エビデンスに基づく政策・実
践イニシアチブ （EPPI センター）（Evidence-informed Policy and Practice Initiative (EPPI-Centre)） を
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開始し(12)（OECD 2007 第４章）、米国では2002年に連邦教育省教育科学研究所が、WWC情報センター
（What Works Clearinghouse） を開設している （OECD 2007 第３章）。 
２．英国の教育政策におけるエビデンスの重視 
 英国が、このようなエビデンスという考えを教育政策立案で重視するようになった経緯を振り返
ると、1996年のハーグリーブズ （D. H. Hargreaves） による教育研究の在り方を問う講演を契機とし、
1998年に教育研究に関してレビューと提言を行ったヒレッジ （Hillage） 報告 （Excellence in Re-
search in Schools） を経て、2000年の国立教育研究フォーラム （NERF） の設立やエビデンスに基づ













 ハーグリーブズの講演は「研究に基づく専門職としての教職―可能性と期待」（Teaching as a re-
search-based profession: possibilities and prospects） と題する次のような内容のものであった。まず、




ビデンスに基づく教育専門職 （evidence-based teaching profession） として確立するためには、研究
課題の設定と研究プロセスの変革、および研究費の配分の変革が必要であると提言する。具体的に
は、研究課題の設定と研究プロセスに政策立案者や実践者が関与すべきであるとし、教育研究の国
家戦略 （a national strategy for educational research） をつくるため「国立教育研究フォーラム」
（National Educational Research Forum） の設立が望ましいとする。また、研究資金の配分方法も改革




営論に組み入れ、OECD の知識経営 （knowledge management） のプロジェクトに参加している 













 ハーグリーブズの講演に対して、ハマースレー （M. Hammersley） は、教育研究が積み重ねに欠け
ることには同意できるし、実験的なモードの可能性も否定しないが、その範囲は非常に限られてい
る、教育は医療とは異なり、研究が実践に直接的な役割を果たせるとは限らず、ハーグリーブズの
提案は問題を悪化させるおそれがあると反論した （Hammersley 1997、間篠ほか2009）。 
 ハーグリーブズは再反論（1997）をし、他の研究者も加わる論争となった（Hammersley (ed) 2007）。
















① トゥーレー報告 （Educational Research: A critique – A survey of published educational research, 
1998） 
 ニューキャッスル大学のトゥーレー （J. Tooley） とマンチェスター大学のダービー （D. Darby） 
は、ハーグリーブズの指摘を検証するために、学術雑誌に掲載された論文の質を分析した。この分










 ② ヒレッジ報告 （Excellence in Research in Schools, 1998） 












③ マッキンタイア報告 （Capacity for research into teaching and learning, 1999） 
後述する教育学習研究プログラム （Teaching and Learning Research Programme: TLRP） を始める
にあたって、経済社会研究会議 （ESRC） がケンブリッジ大学教育学部のD.マッキンタイア （Donald 


















































 ① 国立教育研究フォーラム （National Education Research Forum: NERF） 
 ハーグリーブズ講演とヒレッジ報告において提案されていたもので、ブランケット教育雇用大臣
のイニシアチブによって1999年に設けられた。フォーラムの議長は、コクランセンターを設置した











 ② 系統的レビュー 
 エビデンスの観点から最も重要なのは、ロンドン大学教育研究所 （IOE） の社会科学研究ユニッ
ト （Social Science Research Unit: SSRU） の一部である「エビデンスによる政策と実践のための情報
連携センター：EPPI センター」（Evidence for Policy and Practice Information and Co-ordinating Centre: 
EPPI-Centre） である。教育雇用省から2000年２月に Evidence-informed Policy and Practice Initiative
として委託され、2009年３月までに約427万ポンドの研究費が投入された。EPPI センターは、レビ
ュー課題に関係する量的研究と質的研究を網羅的にマッピングし、系統的レビューを行っており、
質的エビデンスを量的エビデンスと統合することに特徴がある （OECD 2007 第４章）。 
 レビュー結果で政策上活用された例としては、教師の継続的専門能力開発 （Continuing Profes-
sional Development: CPD） についてのレビューや、生徒の数学学習のモチベーションを高める教室
内の活動についてのレビューがあげられている （White 2007）。 
 
 ③ 研究センター 
 EPPIセンターのほか、次の２つの研究センターが設立された。教育経済学センター （Centre for the 
Economics of Education: CEE） は、それまでほとんど行われてこなかった教育分野の費用効果分析の
研究を行うためにロンドン・スクール・オブ・エコノミクスに委託して2000年に新設された。また、




 ④ 縦断研究 （Longitudinal Studies） 
 英国では、国際的にも著名なコホート研究が行われ、政策立案の基礎となってきた （NCDS, BCS70
など）。現在は、経済社会研究会議のリソース・センターの一つである縦断研究センター （The Centre 
for Longitudinal Studies: CLS） がロンドン大学教育研究所に置かれ、2000年７月から2001年６月まで




Longitudinal Study of Young People in England: LSYPE） をスタートさせた。これは青少年の性格、行
動、態度、選好、進路などに関する幅広いデータを収集するもので、本人や親、関係機関に対する
毎年のインタビューを含む。最初のサンプルは13-4歳児21,000人である。この調査は1985年に始め
られ、2007年に13番目のコホートがスタートした若者コホート調査 （The Youth Cohort Study :YCS) 
と類似する調査事項や調査対象を含み、相補うものである。YCS ではこれまでに義務教育修了1-2
年後までの13のコホートのデータが収集されている。（DCSF 2008 p.38-9, DCSF 2009a p.62） 
このほか児童・学校・家庭省による縦断的研究の例には次のようなものがある。市民性教育縦断
調査 （citizenship education longitudinal study : CELS） は、2000年に改訂されたナショナル・カリキュ
ラムによって2002年から必修化された市民性教育 （citizenship education） について、2001年から、
その効果等を長期的に研究しているもので、2010年までの予定で、国立教育研究財団 （National 
Foundation for Educational Research : NFER） に委託されている。3-11歳児の効果的な就学前および





 ⑤ 教育学習研究プログラム 
 経済社会研究会議 （ESRC） は2000年から「教育学習研究プログラム」（Teaching and Learning 
Research Programme: TLRP） を開始した。このプログラムは2011年までに60以上のプロジェクトを
実施する規模の大きいもので、新しい知見を得ることはもとより、教育研究の質的向上を図ること
を狙いとしている（OECD 2007 第12章）。このプロジェクトは、イングランド高等教育財政会議




building） については課題が多いようである （Pollard 2008）。 
 なお、経済社会研究会議は、2000-2005年にロンドン大学クイーンメアリ （QMUL） に「エビデン









もあるが、まず、教育研究に対する投資水準の低さが問題点としてあげられている （OECD 2003）。 
















 DCSF の最近の例をあげる。2007年12月に公表された「子どもプラン：明るい未来を築く」（The 
Children’s Plan: Building brighter futures） に先だって、同年1月に「現在の子どもと若者：子どもプラ
ンの発展を支えるエビデンス」（Children and young people today: Evidence to support the development 




徒についてのエビデンス」（Deprivation and Education – The evidence on pupils in England, Foundation 
































































デンス基準を満たすとされている（OECD 2007 豊訳 p.97）。 
(11) ロンドン大学の教育研究所（Institute of Education）は、教育及び社会科学の分野の大学院であり、ロンドン大
学を構成するカレッジの一つ。 
(12) EPPI センターの前身のプロジェクトは、社会学者として国立周産期疫学ユニットに参加した A.オークレーが1993
年に健康分野を対象に始めたもので、2000年に EPPIセンター事業を受託するにあたり、「エビデンスによる政策と実践
のための情報連携センター」（Evidence for Policy and Practice Information and Cooperation Centre: EPPI-Centre）
と改称した（Oakley et al, 2005）。 
(13)  EPPIセンターの設立の経緯などについて述べた論文（Oakley et al. 2005.）には The birth of evidence-informed 
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education and other difficult issues, 2000-05という見出しの章があり、evidence-informed educationが最初に導
入されたのは、教育雇用省が系統的レビューのセンター事業を委託した2000年であると考えているようである。 
(14) TTA は1994年教育法によって設立された非省庁型公共機関（non-departmental public body: NDPB）である。2005
年に再編されて教職員養成研修機構（Training and Development Agency for Schools: TDA）となった。 
(15) Philip Davies は、社会学者としてオックスフォード大学継続教育学部で「エビデンスに基づく保健医療」の修士
課程を開発し、コクランセンターの客員フェローやキャンベル共同計画の運営委員を務め、2000年から2006年の間、内
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